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学校経営研究におげる臨床的アプローチの構築(1)
総 括
筑波大学浜田博文
学校現場が直面する諸課題を解決するうえで，また個々の学校が擁する経営
力量を高めるうえで，はたして学校経営研究はどのように貢献しうるのか?
学校経営の実践にとって“役に立つ"研究のあり方を考え，そのための研究方
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法論を検討し試行しようとするのが向こう 3年間の課題研究立である。
企画を担当した 4名の研究推進委員の問に，そのための研究方法として確固
とした共通イメージがあらかじめ形成されているわけではなし」だからと言っ
て，机上だけであれこれと考えていても議論は進展しない。そこでとりあえず，
そのような意味を込めた研究方法や学校現場との関係のあり方を象徴的に示す
表現として「臨床的アプローチjという を主題に掲げることにした。そし
て第 1I豆!日の今回は，これまでに築き上げられてきた「研究二実践関係jを率
直にふりかえり，問題点を検討することにした。司会は，浜田詩文(筑波大
学)と曽余白浩史(広島大学)が担当した。
第一報告者の山崎保寿(信州大学)は，高校教員，大学院長期派遣，および
教育センタ一指導主事としての経験に基づいて， 1学校経営研究の存在自体を
現場は知らないjと直言した。彼によれば，実践と研究との間に存在するその
ような采離状況は，研究者の設定する研究目的および枠組みと学校現場のニー
ズとのくい違いによって生み出されてきた。研究者は現場が直面する「対症療
法的な課題」に応えるべく，ひとまず「研究枠組みをはずしてj学校経営実践
に共同的にかかわるべきだと，彼は提案した。
第二報告者の佐古秀一(鳴門教育大学)は大学院で現職教育に携わる立場か
ら「学校経営研究の実践性Jを追究するということは， 1“学校改善"の具体
にどう関わるか，に尽きる」と述べ， 1開発的研究」としての学校経営研究の
「再設計 (redesigning)Jを提案した。彼が説く学校経営研究の方I:i]tは，学
校経営の「あるべき姿への接近を可能にする，学校において操作可能な手続き
やシステムに関する知識Jを創出すること，および「学校自身の問題解決力や
自己改善過程を強化することjつまり「問題解決力のサポートjに収数される。
それは，研究者と実践家との対話，すなわち知識の非階層性を前提とする相補
I~サ・互恵的・双方向的な関係を不可欠とする，それ自体が「研究と実践との協
働」と言えるものだと言う。
最後の報告者である天笠茂(千葉大学)は， 1教育現場から“排除"されて
きた教育経営学・学校経営学」の現実に対する自らの問題意識を率直に指摘し
た。それは，学校経営をマクロに僻i撒し「大枠を描く Jことで自己満足しがち
であった従来の研究に対する憤怒の披涯とも受け取れた。彼の論ずる「臨床的
アプローチjとは，日間々の教青経営事象を了寧に取り上げ，そこから知見を
得ていく方法jであるが，それは!窒療や相談におけるそれとは異なり， I1苛
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題・病理の診断や治療jにとどまらず， r開発や支援といった意味jを多分に
含んでいる。それを進めるためには， rカリキュラムjと「授業」に対する
校経営研究者の積極的な接近が不可欠だと，彼は論じた。
共同討議に入るや否や，木!可一明 (I~立教育政策研究所)は，学校経営研究
と実践との敢闘:に対する 3者の指摘に， rおっしゃるとおり。Jじ率直な感想
を述べた。研究者養成の大学院博士課程ても文献を通じて学んだ学校経営学が，
いざ大学の教壇に立ってみると学生に通じない，あるいは現職教員等との対話
において説得力をもちえない・・・・・・。そこから自力で学校現場へ足を運び， ょう
やく自らの研究を実践と関係づけて捉えなおすことができるようになる。おそ
らく同様の問題意識を抱く学校経営研究者の多くが，同じような道筋をたどっ
てきたに違いない。
しかし，仮に研究者がそのような意識を抱いて学校へ接近しようとしても，
両者の関係は容易にはつながらない。その「繋がり jを決定づける要因や局面
はいくつもあるだろうが，山崎はそのーっとして「研究者が現場の論理を優先
すること」を指摘した。概述の報告で「研究枠組みをはずすjと表現した内容
である。これに対して佐古は，たとえ実践者と共同する場合でも，研究者とし
て関わる限り「研究枠組みをはずすjことはできないと切り返した。ただし，
ある学校との共同関係を形成した自身の経験を引き合いに出しながら，学校現
場から提示される疑問や要請に対して「それは自分の専門ではないからわから
なしづと言ってしまうとそこで「繋がり jは途切れてしまうと，“コミュニケ
ーション"持続に対する配慮の重要性にも言及した。
また木!司は，研究者と実践者との「共通の言葉Jの貧困さに触れた。研究者
がmし〉る概念と学校現場で生起する現実・実践とのズレにつし，ユては，すでに佐
古報告で指摘されていたが，ここでの発言は異種の要素にまで踏み込んでいた。
「私立大学に所属していた当時は学校へ行っても会話さえ満足に交わしてもら
えなかったのに，現在の勤務先に変わった途端，校内の情報が向こうからどん
どんやってくるようになった..•••• Jと吐露された彼の経験は，彼自身の指摘の
とおり「学校側が抱える問題状況jである。それは同時に，学校経営研究にお
ける研究者と現場との!繋がりJ方に潜むいびつな側面をも露呈している。
「校内の情報が向こうからどんどんやってくるJという両者の関係が，佐古の
言う「知識の非階居性jを前提とした協働をただちに保障するものではないこ
とは明白である。
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以上のような，いわば研究者による自虐気味の自己概念の披涯を受けて，現
場サイドから積極的な意見が提示された。企画者の一人として印象的だったの
は，学校経営学という研究分野に対する現職教員からの強い期待が，次々に表
明されたことである。
在日外国人教育を実践課題としている森川与志夫(奈良県立二階堂高校)は，
現場の教員がある一つの問題を抱えたとき，それについて様々な角度や視点か
ら「コンサルティングjを受けることができるような，実践者と研究者との
「交流」がほしいと発言した。彼は，体調を崩したときに病院の様々な診療科
目を患者が選べるのと同じように，問題に直面した教員や学校が相談先のーっ
として「学校経営学」という研究分野を選ぶ自由を保樟してほしいと，その期
待を表明した。またち大学院の夜間コースで学校経営学を学ぶ中学校教員の服
部洋子(九州大学大学院)は， I教科Jではなく i学校経営学jを学ぶことが
できて「幸せJだと語った。彼女によれば， r大学院で経営学を専攻しているJ
と言うと，教員仲間からは怪詩な顔をされるが，たとえば教育課程編成を行う
にしても，もっと多くの教員が「経営jという視点をもつべきだと感じる。こ
れまで， r経営学J研究者が用いる概念は，管理職を通じて教員の問にも知ら
れてきたが，大学院で学んでみると現場での理解が表面的なものに過ぎないこ
とを思い知らされた。管理職が行っている学校経営の妥当性を的確に判断する
ための力を一般教員がつける意味でも，教員養成段階を含めて，一般教員が
「経営学」に出会う機会をもっとつくるべきだと，彼女は主張した。そして臼
井哲実(元呉市教育長)は， r学級経営Jr学校経営jという言葉を長年にわた
って使用してきたが，兵庫教育大学への現職派遣教員が増え始めた頃から，
f経営j概念はより身近になり，それまでとは違ったイメージで捉えられるよ
うになったと述べた。
大学院長期派遣研修の経験をもっ長井勘治(大阪府立福井高校)は，一一般教
員の関心は「自分の教科Jのみに向いており，教育経営はほとんど関心外だと
率直に述べながらも，大学院で教育経営学を学んだ教員の多くは「経営jへの
問題意識を深めているので，研究者は彼/彼女らの勤務校に接近していくべき
だと訴えた。その場合，一校の経営事象全体をたった一人の研究者が読み解く
ことは民難であり，複数の研究者がそれぞれの「専門」の角度からアプローチ
できるように，グループで迫る必要がある。あるいはまた，現職教員が多く在
籍する大学院ではバーチャルな職員会議をやってみてはどうか，いろいろな学
Eは 日本教育経営学会紀要第4号・ 2002"!三
学校経常liJf究における臨床的アプローグーの構築(1)
校で由する I~:\J題状況やその flíl!~決子段を，教員同士の間，研究者との間，一般
学生との間で共有しあいながら議論を展開できるのではないか。彼はそのよう
に述べた。
現場サイドから研究者に向けられたこれらの発言は，これまでの学校経営研
究における日計究ニ実践関係jのifEIJH:状況を率直に表明している。堰を切った
かのごとく吐露された現職教員の現状認識はち「学校経営研究の存在自体を現
場は知らないJという U_fil可発言を支持していた。だが彼らの主張には，学校教
育実践の改善における学校経営研究の重要性に対する心強し〉確{言と，これまで
の采離状況を克服しなければならないという意識が，強く込められていた。
このことに関連して天笠は，問題を抱えた学校が教育学の他分野ではなく学
校経営学に支援を求めたいと思うような独自の知見を提示すること，すなわち
「存在感jを示すことに研究者はもっと関心を払うべきだと述べた。彼の主張
の重心は，教育実践とその改善に対する研究成果の適用という点に置かれ，い
っぽう佐古の関心は， i実践性jをそなえた研究の構築に強く傾斜しているよ
うに忠われる。だがそれらはラ実践者と研究者との継続的で日常的な情報交流
や対話の流れの中に一体的に成立するはずのものである。
討議を振り返りつつ想起されたことの第一は，医療や相談分野での「臨床研
究Jや授業研究等との比較でみた，学校経営研究における臨床的アプローチの
独自性と難しさである。討議中に幾度か指摘されたように，学校経営研究は大
半の教員に知られていなし 10 それは，仮に組織・経営ゴ二の重大な問題を抱えた
学校があるとしても，実践者の側から学校経営研究者に i繋がりJを要請する
機会がきわめて限られるということを意味する。したがって学校経営研究にお
いては，研究者と学校現場(実践者)との情報交流関係を開拓することそれ自
体が，研究者にとっての重要な課題として認識される必要がある
そう考えるとき，大学院で学校経営学を学んだ多くの教員が，ほかでもない
学校経営研究の発展に強い期待を寄せ，学校と研究者との新たな i!繋がり」を
求めている事実は重要である。 20年余りにわたって普及してきた大学院での現
職研修は，教員1去における学校経営研究の認知度を不十分ながらも確かに高め
てきている。しかし， i大学院ても学んでみると，管理職が自分の都合にあわせ
て使っていた概念に対す一る理解が変わったー...._lという教員の発言は， これま
での学校経営研究者と学校との「繋がりjの歪Ij]された側面を鋭く衝いている。
研究者は，いったい誰に向かつて，何のために，自らの研究成果や主張を発信
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していくべきなのか，!?司い直す必要がある。
このような議論を踏まえると，これまで閉塞的な研究者だけの集団によって
築いてきた「研究j概念の積極的かつ大胆な見直しに，学会として取り組む必
要があるのではないか。['紀要jに掲載される論文のあり方を見直す必要性に
ついては討議の中で武井敦史(兵庫教育大学)が指摘した。これに対して天笠
は，現行紀要の「教育経営の実践事例Jの活用を求めた。しかし，たとえば研
究者が学校経営実践に共同的に関与しつつそれを記述し，当学会ならではのス
タイルでその実践事例をめぐって議論を展開する，といった活動がヲ学会大会
や『紀要j誌上において自覚的に行われてきたとは言えない。 r研究=実践関
係jの向い直しという視点で考えるなら，少なくとも学会大会を通じて，研究
者と実践者との共同的な情報交流を行い，それによって新たな知見を創出・共
有していくことが不可欠で、あろう。残された 2年間の本課題研究では，そのよ
うな試行に取り組む必要があると考える。
[付記]
本稿は，浜田が執筆した原稿に，曽余[1:1 からの意見を踏まえて若干の7Jll iT~: を行ったも
のである。
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